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大阪大学の概要

日本屈指の研究型総合大学
11学部 16研究科 6附属研究所

2附属病院 4附属図書館 17共同利用施設等

 学部生 15,075名 (うち女子学生5,092名 )
 大学院生 8,151名 (うち女子学生2,526名 )

 海外から阪大への留学生 2,612名
※2021年5月1日現在

豊 中
箕 面

吹 田

生きがいを育む社会を創造する大学へ
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大阪大学
生きがいを育む社会創造債

生きがいを育む社会を創造する大学へ
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1．債券の概要

 発行金額︓300億円
 償還年限︓40年（満期一括償還）
 格付機関の評価︓日本政府と同格を取得

R&I︓AA+ （方向性︓安定的）
JCR︓AAA（方向性︓安定的）

 政府との一体性が極めて強く、財政上の制約
がある中でも政府は教育・研究重視の姿勢を
堅持し、サポートを継続

 豊富な学術資源を生かす戦略的な経営を実践
し、自主財源の獲得力を強めながら、教育研
究水準の向上を図っており、今後も数多くの
事業機会を捉え、収入の安定性と成長性を両
立できる。

 特に研究の成長率は高く、基金の受入拡大な
ども進展しており、外部資金の獲得力は強化
される方向

「業務上の余裕金」とは

 寄附金の資金運用の高度化（R3.11〜）
寄附金の運用高度化による運用収益増加
（年間+2.7億円）

 自己収入増加の取り組み
企業との共同研究活動強化による産学官連携
推進活動経費の増加（年間+6.0億円）

土地・建物等の有効活用による収入の増加
（年間+１.0億円）

国立大学法人債とは 「生きがいを育む社会創造債」の
特徴と信用力 資金調達の目的

国立大学法人債の優先弁済権

BISリスクウェイト

格付機関における財務上の評価ポイント

償還財源について

 年限︓最長40年

 充当事業︓固定資産
(土地の取得、施設の設置・整備等)

 償還財源︓充当事業から得られる収入
業務上の余裕金

(国立大学法人法第34条の3第2項)

 一般担保付

 発行、償還計画には文部科学大臣の認可が
必要
認可の際、文部科学大臣は財務大臣と協議

1 運用を目的とする寄附金

2 当該法人の有する動産・不動産収入

3 当該法人の研究成果の活用等に関する
業務対価

4 出資に対する配当金

5  有価証券の運用収入

 一般担保が付与されており、民法の一般先
取特権に次ぐ優先弁済権を有する。

 BISリスクウェイト10%
 国債、政府保証債、地方債に次ぐ信用力

サステナビリティボンド・
フレームワーク

 「OUマスタープラン2027」のもとで、こ
の取組みを加速するための環境整備等への
投資資金の確保のため、大阪大学は「サス
テナビリティボンド・フレームワーク」を
策定。大阪大学の取組みの社会的課題解
決・地球環境の保全への貢献を広くご理解
頂きながら、「生きがいを育む社会」の実
現に向けた資金調達を図る。

 ソーシャル・プロジェクト
・「国立大学法人法施行令の一部を改正す
る政令」第八条第四号に該当する事業か
つ、「OUマスタープラン2027」として
特定された事業

・SBP事業区分︓
必要不可欠なサービスへのアクセス

 グリーン・プロジェクト
・太陽光発電設備の導入、ZEB、LEED認
証などを取得する建物など

・GBP事業区分
再生可能エネルギー
エネルギー効率
グリーンビルディング

 「生きがいを育む社会の創造」の実現を目
指し、「OUマスタープラン2027」のもと
で実施する事業に充当する。

生きがいを育む社会を創造する大学へ
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2．資金使途

生きがいを育む社会を創造する大学へ
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2．資金使途

生きがいを育む社会を創造する大学へ
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OUマスタープラン2027

生きがいを育む社会を創造する大学へ
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1．新たな社会で目指す大学像

生きがいを育む社会を創造する大学へ
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２．OUエコシステム

生きがいを育む社会を創造する大学へ
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３．OUマスタープランの特徴

生きがいを育む社会を創造する大学へ



2031年（創立100周年）に向けて 社会変革に貢献する世界屈指のイノベーティブな大学へ11

４．教育基盤
卓越した教育機関として、社会からの負託に応えるべく、大阪大学の学部生・大学院生が、社会課題に対応する能

力を身に付け、どのような社会に変容しようと個々の自己実現を図り、生き生きと力強く活躍し、新たな社会を創造
できる知性あふれる人材を持続的に育成する教育環境を整備

生きがいを育む社会を創造する大学へ
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５．研究基盤
卓抜した研究機関として、すべての研究者が自由な発想に基づき生き生きと持続的に研究に没頭できる環境を整備す

るとともに、本学の卓越した研究分野の強化を加速し、世界レベルで当該研究分野を牽引するような拠点形成を推進
学内の様々な知識を集約し、産業界をはじめとする国内外のステークホルダーとの密接な連携により、充実した研究

成果を輩出するとともに、SDGs の達成などを意識しながら社会実装を継続的に進めることのできる環境を整備

生きがいを育む社会を創造する大学へ



2031年（創立100周年）に向けて 社会変革に貢献する世界屈指のイノベーティブな大学へ13

６．経営基盤
社会との共創活動の推進により「知」「人材」「資金」の好循環を波及的に拡大させるとともに、未来への先行

投資と基盤の深化の両輪を回す経営を確立する。
阪大の強みでもある産学共創の更なる深化を推し進めるとともに、全国に先駆けて取り組んできた社会実装等か

ら基礎研究への組織的なフィードバック体制をより堅固なものとし、企業や公的研究機関との共創を通じた社会課
題の解決を実践するため、新たな共創環境を形成する拠点の整備をはじめとした基盤整備を行っていく。

生きがいを育む社会を創造する大学へ
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７．情報基盤整備

生きがいを育む社会を創造する大学へ
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８．グローバル戦略
多様な人材が輝くキャンパスの実現（グローバル戦略）

生きがいを育む社会を創造する大学へ
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９．Diversity＆Inclusion
多様な人材が輝くキャンパスの実現

生きがいを育む会を創造する大学へ

大阪大学公式マスコット
キャラクター「ワニ博士」

生きがいを育む社会を創造する大学へ
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10．働きがいを実感できる環境の構築
自由な発想が芽吹く豊かな時間の創出

生きがいを育む社会を創造する大学へ
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11．社会との共創
社会との共創を醸成し、活性化させるブランディングの展開

生きがいを育む社会を創造する大学へ
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12．グリーン･リカバリー

生きがいを育む社会を創造する大学へ
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13．2025年万博へ向けた取り組み

生きがいを育む社会を創造する大学へ
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財 務 情 報

生きがいを育む社会を創造する大学へ
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１．貸借対照表

教育研究施設、学寮及び教職員宿舎の竣工

外国学研究講義
棟（2020年12
月竣工）

TOPIX

【資産について】
 資産合計は前年度比167億円（3.5％）増の

4,858億円

 主な増加要因は、建物・構築物において外国
学研究講義棟、GV津雲台・箕面船場などの竣
工により191億円増加したこと、投資その他
の資産において有価証券の取得（OUVC２号
投資事業有限責任組合への出資）により59億
円増加したこと等である

【負債について）】
 負債合計は前年度比192億円（15.6％）増の

1,419億円

 主な増加要因は、資産見返負債において外国
学研究講義棟など固定資産の取得に伴い64億
円増加したこと、長期未払金においてPFI債務
（GV津雲台）により58億円増加したこと、寄
附金債務において大阪大学未来基金の受入等
により34億円増加したこと等である

TOPIX貸借対照表

グローバルビ
レッジ箕面船場
(2021年3月竣
工）

グローバルビ
レッジ津雲台
（2020年9月
竣工）

（単位︓百万円、単位未満切捨）

2019年度 2020年度 対前年度増減

【資産】
固定資産 390,446 408,920 18,474
 有形固定資産 377,150 390,988 13,838
  土地 219,856 219,856 0
  建物・構築物 106,153 119,981 13,828
  設備(機械装置、工具･器具及び備品) 24,242 24,069 -173
  図書 21,971 21,416 -555
  その他 4,924 5,664 740
 無形固定資産 977 1,150 173
 投資その他の資産 12,317 16,780 4,463
流動資産 78,670 76,913 -1,757
 現金預金 66,015 61,307 -4,708
 未収入金 11,567 12,931 1,364
 その他 1,084 2,675 1,591

資産 計 469,116 485,833 16,717

【負債】 122,748 141,995 19,247
固定負債 64,803 74,531 9,728
 資産見返負債 51,299 57,659 6,360
 長期借入金等 8,557 7,481 -1,076
 長期未払金 1,643 7,540 5,897
 その他 3,298 1,849 -1,449
流動負債 57,945 67,463 9,518
 運営費交付金債務 2,675 2,424 -251
 寄附金債務 20,466 25,275 4,809
 前受受託研究費等 11,319 13,189 1,870
 一年以内返済予定長期借入金等 1,203 1,100 -103
 未払金 17,735 20,150 2,415
 その他 4,539 5,323 784

【純資産】 346,367 343,838 -2,529
資本金 284,638 284,638 0
資本剰余金 4,082 740 -3,342
利益剰余金 57,646 58,459 813
 前中期目標期間繰越積立金 46,604 46,053 -551
 目的積立金 2,852 3,696 844
 積立金 5,514 6,620 1,106
 当期未処分利益（うち当期総利益） 2,675 2,088 -587

負債＋純資産 計 469,116 485,833 16,717
注)単位未満切捨のため、合計金額が合わない場合があります。

科目

生きがいを育む社会を創造する大学へ
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２．損益計算書
損益計算書

【経常費用について】
 経常費用合計は前年度比41億円（2.9%）増の

1,458億円

 主な増加要因は、人件費において教員の退職給付
費用が5億円、附属病院における教職員人件費が8
億円増加したこと、受託研究費等において受託研
究等収益の増加により費用も11億円増加したこと
である

【経常収益について】
 経常収益合計は前年度比35億円（2.4%）増の

1,474億円

 主な増加要因は、受託研究等収益において、新型
コロナウイルス感染症関連受託研究等の受入によ
り17億円増加したこと、補助金等収益において新
型コロナウイルス感染症関連補助金等の受入によ
り43億円増加したことである

 主な減少要因は、附属病院収益において新型コロ
ナウイルス感染症の影響等により13億円減少した
ことである

TOPIX

（単位︓百万円、単位未満切捨）

2019年度 2020年度 対前年度増減

【経常費用】 141,737 145,871 4,134
教育経費 4,456 4,820 364
研究経費 16,977 16,392 -585
診療経費 29,011 29,304 293
教育研究支援経費 2,383 2,927 544
受託研究費等 22,701 23,800 1,099
 受託研究費 14,473 15,201 728
 共同研究費 7,398 7,858 460
 受託事業費等 830 741 -89
人件費 61,629 62,926 1,297
 役員人件費 258 202 -56
 教員人件費 36,894 37,656 762
 職員人件費 24,477 25,066 589
一般管理費 4,267 5,117 850
財務費用 93 72 -21
雑  損 216 507 291

【経常収益】 143,857 147,408 3,551
運営費交付金収益 43,525 43,632 107
学生納付金収益 12,470 11,525 -945
附属病院収益 44,084 42,708 -1,376
受託研究等収益 24,596 26,292 1,696
 受託研究収益 15,442 16,608 1,166
 共同研究収益 8,283 8,903 620
 受託事業等収益 871 779 -92
寄附金収益 4,425 4,347 -78
施設費収益 537 110 -427
補助金等収益 3,166 7,492 4,326
財務収益 94 208 114
雑 益 5,415 4,865 -550
資産見返負債戻入益 5,539 6,224 685

【経常利益】 2,120 1,536 -584
臨時損失 3,082 655 -2,427
臨時利益 3,231 436 -2,795

【当期純利益】 2,270 1,318 -952
目的積立金取崩額 - 316 316
前中期目標期間繰越積立金取崩額 405 453 48

当期総利益 2,675 2,088 -587
注 単位未満切捨のため、合計金額が合わない場合があります。

科目

2020年度利益の処分について

生きがいを育む社会を創造する大学へ
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 企業において、「売り上げ」＝「収益」であるが、国立大学法人においては、「費用の原資」＝「財源」＝「収益」という認識となる。
 例えば、運営費交付金・授業料・寄附金・
補助金は、お金を受け入れた時点で、事業
を実施する義務を負うという考え方により、
一旦負債として計上を行う。そして、業務
を実施した際に、負債から収益に振り替え
るという処理を行う。

 これが「費用の原資」＝「収益」と認識す
ることの意味となる。

 国立大学法人が実施する教育・研究・診療・管理運営に関する業務は、国から措置される運営費交付金・学生から納付される授業料・入学
料・検定料や自助努力により獲得する附属病院収入・共同研究収入・その他の収入など、様々な種類の収入により賄われ実施されている。

 これらの業務を実施するうえで生じる国立大学法人の会計処理は、独立行政法人会計基準を基礎とした、国立大学法人会計基準をもとに行う。
 独立行政法人会計基準において、会計処理は原則として企業会計原則によることとされているが、公的な性格を有すること、また、利益獲得を
目的としないことなど、企業会計原則にはなじまない部分があるため、同基準は、企業会計原則に一部修正を加えた形で構成されている。

 以下、企業会計原則から具体的にどのような修正が加えられているかを記載。

国立大学会計基準における特有の会計

収益認識に関わる処理

引当金に関わる処理

 賞与や退職手当に充てるべき財源措置が翌期以降の運営費交付金により行われることが、中期計画等で明らかにされている場合には、賞与
引当金及び退職給付引当金を計上しないこととなっている。

 代わりに、貸借対照表の注記や国立大学法人等業務実施コスト計算書において、引当外の賞与及び退職手当の金額を表示している。

はじめに

 施設整備費補助金は、運営費交付金同様、
国から措置されるものであるが、施設の更
新が必要な時に国が責任をもって措置する
ものであるため、本財源により取得した固
定資産に係る減価償却費は損益計算に含め
ず、貸借対照表の資本剰余金科目において
増減を行う。

損益に計上しない処理

３．国立大学法人会計の特徴

入金時 預金 100 運営費交付金債務 100

教育経費 100 預金 100 決算時 教育経費 100 運営費交付金収益 100 （P／L）

運営費交付金債務 100 運営費交付金収益 100

＜借方＞ ＜貸方＞

使用時

入金時 預金 100 預り施設費 100

建物 100 預金 100 建物 100 建物減価償却累計額 20 （B／S）

預り施設費 100 資本剰余金 100 損益外減価償却累計額 20 資本剰余金 100 （B／S）

減価償却時 損益外減価償却累計額 20 建物減価償却累計額 20

決算時

＜借方＞ ＜貸方＞

使用時

生きがいを育む社会を創造する大学へ
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 国立大学法人は公的な性格を有し、利益獲得を目的としていないことから、国から措置された運営費交付金などに係る会計処理にあたり、
損益を均衡させる処理が発生する。

 具体的な処理例としては、固定資産を
取得した場合、耐用年数が残っている
期間中は減価償却費が発生するが、こ
の費用を賄うため、「資産見返運営費
交付金戻入」といった収益科目を計上
するという処理が挙げられる。

国立大学法人会計基準における特有の会計

利益処分
 当期の損益計算において生じた当期未処分利益の処理方法においても、特有の会計処理が生じる。企業会計において、貸借対照表上の利
益剰余金として整理したうえ、一部を株主への配当とし、残額を繰越利益剰余金・積立金として計上して翌期以降に繰り越す。この際、
利益処分の元となる額は、損益計算により生じた額であるため、現金の有無は意識されていない。

 一方、国立大学法人は、公的な性格を有すること・利益獲得を目的としないことなどから、翌期以降に繰り越したうえ、さらに使用する
という場合、経営努力により生じた利益であるということの文部科学大臣の承認（経営努力認定）を受けて、はじめて翌期以降に使用可
能となる。また、経営努力認定を受ける額は現金の裏付けが必要であり、使途は中期計画で定められた業務の範囲内となる。

科学研究費補助金等の取扱について
 科学研究費補助金等（直接経費）はいわゆる競争的資金として研究者個人に交付される補助金であるため、国立大学法人では当該補助金
を収入として算入することはできないものとされている。

 一方、科学研究費補助金等の取扱事務は大学の事務局で処理することとされているため、科学研究費補助金等は国立大学法人において預
り金として取り扱っている。なお、補助金に含まれる事務取扱に要する間接費相当額は法人の収益として整理している。

損益が均衡する処理

３．国立大学法人会計の特徴

入金時 預金 100 運営費交付金債務 100

器具及び備品 100 預金 100 器具及び備品 100 器具及び備品減価償却累計額 20 （B／S）

運営費交付金債務 100 資産見返運営費交付金 100 資産見返運営費交付金 80 （B／S）

減価償却費 20 器具及び備品減価償却累計額 20 減価償却費 20 資産見返運営費交付金戻入 20 （P／L）

資産見返運営費交付金 20 資産見返運営費交付金戻入 20

決算時

＜借方＞ ＜貸方＞

使用時

減価償却時

※運営費交付金を原資として固定資産を取得した場合、当該資産を使用し業務を実施するという義務が生じることになるため、「資産見返運営費交付金」という負
債科目を計上します。

2022年度に国立大学法人会計基準を改訂予定

 国の責任と国立大学法人等の責任を区別しつつ、多様なステークホルダーへのアカウンタビリティを果たすことができるよう、資産見返
負債の会計処理や損益外処理の在り方、科学研究費助成事業（科研費）等の情報開示などについて改訂が予定されているほか、預金（資
産）の特定化により、大学債の償還に必要な資金などを計画的に留保することが可能になる制度の導入が予定されている。
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４． 財務基盤の強化
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大阪大学発ベンチャー創成支援産学共創の推進
 大阪大学では共創機構を中心に、大学と企業の個々の研究者の繋
がりによる連携を超えた「組織対組織」での産学連携を推進

 その結果、民間企業との大型共同研究（1千万円以上）受入額は、
2017年度〜2019年度の3年連続で、国内大学第1位

共同研究受入額の推移
（億円）

年度

31.5 28.3 32.2 36.4 39.2 46.6
73.4 79.2 98.8 95.4

859 935 961 952 993 
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受入金額 受入件数

（億円） （件数）

43 80 21

（2021年5月1日現在設置数）

大阪大学未来基金の創設

 長期的に安定した財政基
盤の構築のため、2009年5
月より「大阪大学未来基
金」を創設。卒業生をは
じめ、本学の事業に共感
を頂いた企業や広く地域
の皆さまから多くのご支
援を賜り寄付受入額は累
計で100億円超に及ぶ。

 共創機構では大阪大学の研究成果の事業化・社会実装を推進。そ
の結果2020年度では大阪大学のシーズを活用したベンチャー企
業は10社が設立され、総数は168社（国内第3位）に達した。

 大阪大学の100％出資により2014年12月に設立された大阪大学ベ
ンチャーキャピタル㈱（OUVC）では、OUVC1号・2号ファンド
を通じて、大阪大学の成果を活用したベンチャー企業への投資を
実行。2020年度までに39社に対して総額78.5億円を投資。既に
IPO・M&Aなどによって、30.2億円を回収

OUVC1号・2号ファンドによる出資
（億円）

年度

大阪大学発ベンチャー数の推移

（社）

年度

（件数）

6.9 5 7.8
20.2 19.3

15

2.84 6 7

17 15
9
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